
五島市監査委員公表第７号 

 

令和３年４月の例月財務監査の結果に基づく措置について、五島市長から別紙のとおり

通知を受けたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定に

より公表する。 

 

令和４年２月１８日 

 

                      五島市監査委員 橋 本 平 馬 

                      五島市監査委員 荒 尾 正 登 
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３五総第２８８３号   

令和４年２月１０日   

 

五島市監査委員 橋 本 平 馬 様 

五島市監査委員 荒 尾 正 登 様 

 

五島市長 野 口 市太郎      

 

令和３年度例月財務監査結果報告（令和３年４月会計伝票監査分）に係る措置に 

ついて 

 

令和３年７月２８日付け３五監第３１４号の例月財務監査の結果における指摘事項に

ついて、次のとおり措置を講じましたので、地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づ

き通知いたします。 

 

記 

 

１ 指摘事項 

(1) 令和２年度五島市支所庁舎石綿含有調査について 

五島市支所庁舎の石綿含有調査について、総務企画部財政課は、「手数料について

は請負業務としての性質は小さく、競争入札の実績がないことを理由に、随意契約

によることができる場合を定める地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以

下「自治令」という。）第１６７条の２第１項第２号の「その他の契約でその性質又

は目的が競争入札に適しないものをするとき」に該当する」として、県内の６業者

から見積りを徴し、最も金額の低い者と随意契約の方法により契約を締結している。 

ところで、地方公共団体が締結する契約は一般競争入札を原則とし、随意契約は

その目的・内容が競争入札に適さない場合に限り認められる特例とされている。こ

の随意契約には、単数の者から見積書を徴する「特命随意契約」（１者随契）と複数

の者から見積書を徴する「競争見積方式による随意契約」があり、自治令第１６７

条の２第１項第２号の規定による契約は契約の相手方としてその相手方（唯一）し

かいない場合（当該契約者以外の第三者に履行させることが業務の性質上不可能で

ある場合）に適用される「特命随意契約」であり、「競争見積方式による随意契約」

は同項第１号（少額の契約の場合）、第５号（緊急の必要によるもの）、第６号（競
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争入札に付することが不利なもの）等の場合に適用されるものである。 

総務企画部財政課によると、手数料は「地方公共団体が特定の個人等より役務の

提供を受けた場合において支払うべき経費」とされており、請負業務としての性質

は小さく、必ずしも競争入札に付すべきものではなく、また、手数料について競争

入札の実績がないことが、自治令第１６７条の２第１項第２号に該当し、随意契約

を行った理由であるとのことであるが、本件契約は、水道局の五島市水道水質等検

査業務委託と同じ性質の準委任契約であるところ、当該契約は指名競争入札に付し

ているから、準委任契約について競争入札の実績がないということはない。 

さらに、「手数料」は歳出予算科目にすぎず、石綿含有調査を行える業者は複数い

るから、「入札の実績がない」ことをもって自治令第１６７条の２第１項第２号に該

当するということはできない。そのほか、他の随意契約条項に該当する理由は見当

たらないから、本件契約は、競争入札によるべきである。 

なお、随意契約については、入札の実績がないことをもって随意契約できるもの

ではなく、競争入札とできないかを十分に検討し、やむを得ず随意契約の方法によ

る場合は、法令等を遵守し、随意契約のデメリットである受注機会が広く与えられ

ない、相手方が固定化し公正な取引を阻害するおそれがある、競争原理が働かず契

約金額が高止まりするなどといったことを十分認識したうえで、市民に理解を得ら

れるよう経済性と透明性の確保に努めなければならない。随意契約の締結に当たっ

ては、自治令、五島市財務規則（平成１６年五島市規則第４３号。以下「財務規則」

という。）及び市の随意契約ガイドライン（平成２２年３月２５日付け２１五財第１

５２１号財政課長通知）にのっとり、適正な事務処理に努められたい。 

  【講じた措置】 

[総務企画部財政課] 

    手数料に関する契約相手の決定方法についての認識を改め、今後は、自治令、五

島市財務規則及び随意契約ガイドラインを遵守して事務処理を行います。 

 

(2) 令和２年度市役所構内清掃花壇手入等業務委託について 

市役所構内清掃花壇手入等業務委託について、次のとおり不適正な事務処理がな

されている。 

ア 設計書を作成していない。 

イ 市役所構内清掃花壇手入等業務仕様書（以下「仕様書」という。）に定められ

た業務内容については、毎回行われている業務及び一度も行われていない業務

があり、実施する業務に偏りがある。また、就業時間は午前８時３０分から午

前１２時００分までと定められているところ、作業日誌の就業時間は午前７時
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００分から午前１０時３０分までと記載されており、就業時間が仕様書で定め

られた時間と異なっている。 

ウ 業務が終了した時に提出される作業日誌に就業日の記載誤りがある。また、

令和３年３月分の請求書には就業日数が１０日と記載されているが、作業日誌

には就業日数９日分の記載しかなく、請求書と作業日誌の就業日数が一致して

いない。 

エ 委託料の請求額が就業日数×３．５時間×単価７２８円×手数料１２％で算

出されているか確認していないため、算出額と請求額が相違している月が複数

ある。 

アの設計書については、イの仕様書に基づき設計金額の算出に必要なものである

が作成されていないため、契約の履行内容の確認ができない。また、自治令第１６

７条の１５第２項に「検査は、契約書、仕様書及び設計書その他の関係書類（当該

関係書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）に基づいて行わなけれ

ばならない。」と規定されているから、仕様書に基づき設計金額の算出に必要な場合

に作成すべき設計書を作成し、契約の履行内容が実態に即したものとなるよう改め

るべきである。 

ウ及びエの就業日数と請求額の確認については、検査職員は、請求書と作業日誌

の突合及び請求書に記載されている請求内訳の確認をすることなく、当該請求書の

表面余白に契約履行確認の旨等を記載し、押印したうえで委託料を支出している。 

なお、令和３年３月分の請求書と作業日誌の就業日数の相違については、受託業

者から提出された就業報告書で確認したところ、作業日誌に同月３１日分の記載が

漏れていたことによるものであった。このことにより、同月分の請求書の表面余白

の契約履行確認の日付は、同月２９日となっているが、同月３１日となるべきであ

る。 

また、総務企画部財政課は、請求書の就業日数がわかる就業明細を提出するよう、

受託業者を指導すべきである。 

これらの原因は、財務規則第１００条が検査職員の職務について規定するにもか

かわらず、給付の内容及び数量について検査を行うことなく、請求書の表面余白に

契約履行確認の旨並びに年月日及び氏名を記載し、押印することをもって、検査調

書の作成に代えたことによるものであるから、給付の内容及び数量について確実に

履行確認されたい。 

【講じた措置】 

[総務企画部財政課] 

次年度以降は設計書を作成し、設計書に基づき履行確認を行うよう事務処理の確

認・指示を行いました。 

また、令和３年７月分から請求書提出時に就業明細を添付させ、日誌との照合を
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行うよう改善しました。 

    なお、令和４年度の契約における委託業務内容を見直し、実態に則した仕様書に

改めました。 

 

 (3) 令和２年度富江温泉センターボイラー改修工事の特命随意契約について 

富江温泉センターボイラーの改修工事については、特命随意契約の方法により締

結されている。 

本件改修工事の所管部局である富江支所は、特命随意契約の理由について、改修

前のボイラーの設置事業者であること、長年メンテナンス等の実績があること、ま

た設置後のメンテナンス等に利点があることを理由に、随意契約によることができ

る場合を定める自治令第１６７条の２第１項第２号の「その他の契約でその性質又

は目的が競争入札に適しないものをするとき」及び財務規則第８７条第１項第２号

の「契約の目的又は性質その他やむを得ない理由により相手方が特定される場合」

に該当すると主張する。 

そこで、本件改修工事に係る事実を総合考慮すると、富江支所は、当初、改修前

のボイラーのメーカーであり保守点検業者である市外の業者と随意契約を予定して

いたが、その後、本件契約は、指名競争入札に付さなければならないことが判明し

た。 

しかし、本件契約締結の手続きに取り掛かるのが遅かったことに加え、建設管理

部建設課に設計を依頼することが遅れたため、設計を外部委託せざるを得なくなり、

本件改修工事を指名競争入札に付した場合、年度内の完成に間に合わない（本件改

修工事は明許繰越予算であるので、年度内に完成させる必要がある）ことから、本

件契約が自治令第１６７条の２第１項第２号に該当することを理由付けたうえで、

特命随意契約の方法により契約を締結したという事実が推認できる。 

本件改修工事は、管工事であり、管工事を施工できる業者は市内にも複数いるか

ら、富江支所が理由とする「実績があること」等をもって自治令第１６７条の２第

１項第２号に該当するということはできない。そのほか、他の随意契約条項に該当

する理由は見当たらないから、本件契約は、競争入札によるべきである。 

  【講じた措置】 

[富江支所・地域振興部観光物産課] 

    今回監査委員の指摘を受けることとなった理由として、業務の進捗管理ができて

いなかったこと及び契約担任者の認識が甘く、随意契約の解釈を誤ったことが指摘



5/6 

 

を受けた理由と考えております。よって今回の指摘を踏まえ、以下のとおり措置を

講じました。 

① 業務の進捗状況を管理するために、定例的に担当者から係長へ進捗状況報告を

行い、担当係長は解決しなければならない問題等を情報共有する。報告を受けた

係長は補佐及び支所長へ業務の進捗状況を報告し、問題の早期解決、未然防止に

努めることとした。 

② 随意契約を行おうとする場合は、職員は財務規則等の法令に基づき、契約事務を

適正に行うよう努めるとともに、上司は随意契約ガイドライン・マニュアル他、

関係課からの通知を遵守しているか十分なチェックを行うこととした。 

③ 随意契約ができるか判断が難しい場合は、契約担当者だけで判断せず、本庁担当

課や契約担当部局等へ随意契約の可否について相談を行うこととする。 

④ 契約事務研修について、支所職員へ積極的に受講するよう指導した。 

 

２ 指導事項 

(1) 令和２年度五島市交通指導員会運営事業費補助金について 

令和２年度五島市交通指導員会運営事業費補助金については、五島市交通指導員

会（以下「交通指導員会」という。）の令和元年度歳入歳出決算において、旅費及び

役務費の執行残並びに予備費及び広報活動費の未執行により繰越金３２６，８０１

円が生じているにもかかわらず、総務企画部総務課は、令和２年度に２３９，００

０円の補助金を交付したところ、当該年度の交通指導員会決算額は支出が１３，６

７９円で、繰越金が３４３，１２７円となっており、補助金を全額返納している。

さらに、令和３年度においても令和２年度と同額の２３９，０００円の補助金を交

付している。 

総務企画部総務課は、令和２年度及び令和３年度の補助金を交付した理由を、交

通指導員会収支予算書に基づき支出していると述べているが、交通指導員会の決算

時に多額の繰越金が発生する状況が続いているのであるから、補助金の必要性及び

金額を精査して適正なものとされたい。 

なお、決算に多額の繰越金がある場合については、令和２年度財政援助団体等監

査において、防犯協会負担金について所管部局である総務企画部総務課に同様の指

摘をしたところであり、再度不適正な事務処理が行われているので、適正な事務に

努められたい。 

  【講じた措置】 

[総務企画部総務課] 

    令和３年度補助金については、新型コロナウイルス感染症予防のため中止となっ

た事業があるため精算返納をします。また、令和４年度補助金については、交通指

導員会会長と事業案について協議を行い、必要な経費に対する補助金となるよう改
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めました。 

 


